
宇宙条約6条 第一文 ・第二文の成立(二)

佐古田 彰

一.問 題の所在

1.宇 宙条約6条 第一文前段 における特別の帰属の規則

2.本 稿 の目的

3.一 般国際法の観点か ら見た6条 第一文前段 に関する疑問

二.1963年 宇 宙法原則宣言5項 及び1967年 宇 宙条約6条 の審議

1.宇 宙条約 と宇宙法原則宣言

2.法 原則宣言5項 第一文 ・第二文の審議

(以上本誌第52巻 第4号)

3.1967年 宇宙条約6条 第一文 ・第二文の審議

4.法 原則宣言5項 第一文 ・第二文 と宇宙条約6条 第一文 ・

第二文の相違点

三.学 会 ・シンポジウム等の動向

1.1961年 以前の議論

2.1962年 の動 き

3.1963年 の動 き

4.1964年 ～1966年 宇宙条約の採択 まで(以 上本号)

3.1967年 宇宙条約6条 第一文 ・第二文の審議

(1)1966年7～8月 法律小委員会第5会 期第一部

宇宙活動 に関する法原則を条約化することは,宇 宙法原則宣言の成立当初か

らの 目標であった89)。 しかし,宇 宙条約の作成に向けて国連内で具体 的な動

きが見 られるのは,や や時間をおいて,1966年 に入ってか らのことである。6

89)法 原 則宣言 と同時 に採択された国連総会決議1963号(XV皿)1の1項 参照。
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月に米国 とソ連がそれぞれ同日に条約案 を提出go),7月 か ら8月 にかけて法

律小委員会第5会 期第一部がジュネーブで開催され,条 約作成の具体的な審議

が開始 した。 この会期で,法 律小委員会は,米 ソ案 を対照させなが らしかし主

としてソ連案 を基礎に逐条的に審議を進めた91)。

そのソ連案の規定のうち本稿の問題 と関係する部分 は6条 であ り,そ れは以

下の規定である。

「条約の当事者は,宇 宙空間における又は天体上の自国の活動について,そ れが政

府機関によって行われるか非政府会社によって行われるかを問わず,国 際的責任

を有する。宇宙空間における非政府会社の活動は,関 係国の許可及び継続的監督

を必要とするものとする。国際機関が宇宙空間において活動を行う場合には,そ

の国際機関及びこれに参加する条約の当事国の双方がこの条約を遵守する責任を

有する。」

この規 定 は,法 原則宣言5項 とほぼ同一 であ るが,3点 異 なる部分が ある。

す なわち,第 一 に,「 非 政府 団体(non-governmentalentities)」 の 語 を 「非政

府会 社(non-governmentalbodiescorporate)」 に換 えた こ と,第 二 に,5項

第 一文後段 に対応す る規定 がない こ と,第 三 に,第 一文 のみ 「宇宙 空間 にお け

る」 を 「宇宙空 間にお ける又 は天体上 の」 に換 えた こ とであ る。 なぜ この3点

につい て5項 と異 な る条文案 を提案 したのか について,ソ 連 は説 明 していない。

ソ連案 の この条 に対 応す る米国案 の規 定 はな く,な ぜそ の ような規 定 を設 けな

か ったのかにつ いて米 国代表 か ら説 明は なか った。

90)米 国 案 「月 そ の 他 の天 体 の 探 査 を律 す る条 約 案」(A/AC.105/32(rep.in

A/AC.105/C2/L.12andalsoinA/AC.105/35,AnnexI)),ソ 連 案 「宇宙空間及

び月その他の天体の探査及 び利用 における国家活動を律する原則 に関する条約

案」(A/6352(rep.inA/AC.105/C.2/L13andalsoinA/AC.105/35,AnnexI))。

91)ソ 連 案 を基礎 に審議 を行 ったのは,ポ ー ラン ド出身のLachs委 員 長がソ連 に近

かったため という見方 もある。外務省国際連合局科学課 「国連宇宙法律小委員会

における 『宇宙天体条約』の審議 一ll」 『国際科学情報』3巻3号(1968年)41頁 。
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ソ連 案6条 に関す る審議 では,米 国か らこの3点 につい て修正 意見が 出 され

た。す なわ ち,米 国は,第 一の点 につ いて,"non-governmentalbodiescorporate"

の 語 を"non-governmentalentities"の 語 に置 き換 え るべ きであ る,な ぜ な ら

米 国法 で は"bodiescorporate"は 限 定 的 な意味 を持 つ か らであ る,第 二 の点

につ い て,法 原則 宣 言 の条文 の ように,第 一文 の末 尾 に 「自国 の活動 が この
マ マ

(条約)に おいて定められる諸原則 に従って行 われることを確保する」 という

文言を加えるべ きである,そ して,第 三の点について,将 来の起草段階では 「宇

宙空間における又は天体上の」 とするか 「月その他の天体を含む宇宙空間にお

ける」 とするかを決定する必要がある,と いう意見を述べた92)。

これに対 し,ソ 連は,米 国の提案 を基本的に受け入れつつ,第 二の点につい

て,「この条約において定め られる諸原則に従 って」を 「この条約の規定に従っ

て」 に置 き換 えるべ きことを提案 した93)。 このソ連からの提案を米国が受け

入れ94),審 議はソ連案6条 第三文の定める国際組織の活動の問題 に移った。

ところが,こ のや り取 りのあった日の翌 日にソ連は,第 一の点についての同

意を撤回 し,「非政府会社」の表現を用いるよう再度提案を行った。その理由は,

「"entities"の語は"bodiescorporate"に 対応す るロシア語 よりも曖昧なも

のを意味する。"bodiescorporate"は,国 内法に従 って"bodiescorporate"

として適切に認可された人の集団または組織 を意味する。」ということである95)。

これに対 して,米 国その他の国からは意見は出されなかった。

宇宙条約6条 第一文 ・第二文の起草に関 して,記 録に残 されている範囲で審

議 らしい審議は,こ れがすべてである。

92)lbid.,SR.66,p.12.後 日,米 国 は こ の3点 の 修 正 を 文 書 で 正 式 に 提 案 し た

(WorkingPaperNo.14)。 こ のWorkingPaperNo.14は 国 連 文 書 に 記 さ れ て

い な い が,池 田 文 雄 『宇 宙 法 論 』(成 文 堂,1971年)372頁 に 再 録 さ れ て い る。

93)A/AC.105/C2/SR66,p.12.

94)Ibid.,SR.66,p.12.

95)ibid.,SR.67,p.4.な お,ソ 連 が"entities"の 語 は 曖 昧 で 法 人 格 の 観 点 か ら何 ら意

味 を 持 た な い こ とが あ る と発 言 した と し て,こ れ を 理 由 と して 挙 げ る 見 方 も あ る

(池 田 『前 掲 書 』(注92)197-198頁 脚 注)。 た だ し,こ の 発 言 は 国 連 文 書 に 記 録

さ れ て い な い 。
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法律小委員会では,7月 末から8月 初めにかけて,合 意が成立した部分につ

いて作業部会による条文作成作業が行われた96>。ここにおいて,「 ジュネーブ

合意案」 と呼ばれる9の 条文案が作成 された97)。本稿 に関係す るのは,6番

目の条文案(L.6)で あり,次 の規定である。

「条約の当事者は,月 その他の天体を含む宇宙空聞における自国の活動について,

それが政府機関によって行われるか非政府団体によって行われるかを問わず,国

際的責任を有し,自 国の活動がこの条約の規定に従って行われることを確保する

国際的責任を有する。月その他の天体を含む宇宙空間における非政府団体の活動

は,関 係国の許可及び継続的監督を必要とするものとする。国際機関が月その他

の天体を含む宇宙空間において活動を行う場合には,そ の国際機関及びこれに参

加する条約の当事国の双方がこの条約を遵守する責任を有する。」

これでほぼ案文が確定 したと言ってよい。なお,結 局のところ,ソ 連は 「非政

府団体」の語に同意したのであろう。

この作業部会後に再開された小委員会全体会合では,各 国が自国の立場につ

いて意見を述べた。上記合意案L.6の 第一文 ・第二文については,第 一文 と国

家の賠償責任 との関係を指摘 したブラジル代表の発言98)以 外は,意 見は出さ

れなかった。

この会期 はここで一時休会し,後 日第二部 として再開することとなった99)。

96)こ の 作 業 部 会 の 審 議 は 公 開 さ れ て い た が,そ の 記 録 は と られ て い な い と の こ と

で あ る 。 遠 藤 哲 也 「国 連 宇 宙 空 間 平 和 利 用 委 員 会 の 歩 み(上)」 『国 際 衛 星 通 信

時 代 』10号(1987年)44頁 。

97)そ の9の 条 文 案 は,WorkingGroup/L.1-L.9(rep.inA/AC.105/C2/L:16,

AnnexIandalsoinA/AC.105/35,AnnexH).

98)A/AC105/C2/SR.71andAdd.1,p.17.

99)こ の 第5会 期 第 一 部 で 承 認 さ れ た 「委 員 長 に よ る 中 間 報 告 書 」 は,A/AC.105/

C.2/L.16.
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(2)1966年9月 法律小委員会第5会 期第二部～1967年1月 宇宙条約の署名開放

未合意事項について審議するため,1966年9月 に法律小委員会第5会 期第二

部がニュー ヨークで開かれ100),同 月親委員会第8会 期が開催された101)。他方,

これと並行 して米ソ間で非公式協議が進められ,米 国とソ連が上記ジュネーブ

合意案を全面的に取 り入れた改訂条約案をそれぞれ9月 及び10月 に提出すると

いう動 きを経て102),よ うや く12月上旬に全文について関係国による合意が得

られた。

第一委員会に提 出された,宇 宙条約案を付属書とする43力 国共同決議案103)

は,12月17日 に決議本文に若干の語句が追加 されて(条 約文自体は修正なく)

同委員会により採択され,決 議案IIと して成立104),こ の決議案llは,12月19

日の国連総会 により採択 され105),宇 宙条約 を付属書 とする総会決議2222号

(XXI)が 成立 した。翌年1967年1月 に,宇 宙条約が署名開放された。

この問,6条 第一文 ・第二文について議論はなく,ま たこの規定の具体的内

容を述べ るような発言 も行われなかった106)。

宇宙条約6条 で上記 ジュネーブ合意案L.6と 異なる点は,第 一文冒頭の 「条

100)こ こ で は 何 ら 合 意 は 成 ら な か っ た。 こ の 第5会 期 で 作 成 さ れ た 報 告 書 は,

A/AC.105/35(rep.inA/6431,AnnexIII).

101)こ こ で も 見 る べ き 進 展 は な か っ た 。 こ の 第8会 期 で 作 成 さ れ た 報 告 書 は,

A/6431(rep.inGAOR,7'ω θ礎yッ6癬session,Annexes,Agendaitems30,89

and91,pp。8ff.).

102)米 国 改 訂 案(A/6392(rep.inGAOLR,ψ 砿pp。5-8))9条 は,上 記 ジ ュ ネ ー ブ

合 意 案L6の 冒 頭 部 分 が 「条 約 の 当事 国 」 と な っ て い る 他 は 同 文,ソ 連 改 訂 案

(A/6352/Rev.1(rep.inGAOR,ibid.,pp.3-5))6条 は,L.6と 全 く同 文 で あ る 。

103)A/C.1/L.396andAdd.1,2。

104)採 択 に つ い て,GAOR,Twenty-firstsession,FirstCommittee,p.445,para.86,

決 議 案Hは,第 一 委 員 会 の 報 告 書A/6621,pp.10-1&

105)GAOR,7「wenty-firstsession,1499thPlenaryMeeting,voL皿,pp.15-16,para.

174.

106)第 一 委 員 会 で,イ タ リ ア が,6条 と7条 は 損 害 賠 償(damage)と 賠 償 責 任

(liability)の 考 え を 定 め た も の で あ るが こ の 主 題 に 関 す る協 定 を 早 期 に作 成 す

べ き,と 述 べ た 発 言 が あ る(GAOLR,supranote104(FirstCommittee),p.431,

para37)だ け で あ る。
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約 の 当 事 者(ThePartiestotheTreaty)」 が 「条 約 の 当 事 国(StatesParties

totheTreaty)」 に,第 二 文 の 「関 係 国(Stateconcerned)」 が 「条 約 の 関 係 当

事 国(appropriateStatePartytotheTreaty)」 に 修 正 さ れ た こ との み で あ る107)。

4.法 原則宣言5項 第一文 ・第二文と宇宙条約6条 第一文 ・第二文の相違点

以上見たように,宇 宙条約6条 は,1963年11月 の米ソ非公式協議案5項,1963

年12月 法原則宣言5項,1966年 夏のジュネーブ合意案6条 を経て成立 した。宇

宙条約6条 は,米 ソ非公式協議案5項 と比べると,実 質的にまた結果的にほぼ

同文である。 また,実 際にもこの非公式協議案以降は,宇 宙条約の成立に至 る

まで,条 文の解釈 に役立つような内容を持つ議論はなされていない。

ここで,法 原則宣言5項 第一文 ・第二文 と宇宙条約6条 第一文 ・第二文の主

な相違点を確認 しておきたい。

① 第一文冒頭の 「国(States)」 が 「条約の当事国(StatesPartiestothe

Treaty)」 に変わったこと,

② 第一文の動詞部分"bear"が"shallbear"に 変わったこと,

③ 第一文末尾の 「この宣言において定められる諸原則」が 「この条約の規

定」 に変わったこと,

107)な お,「 条約の関係当事国」 に修正された経緯 は,国 連の記録からは確認で きな

かった。 ここで正確 に経過 を辿 ると,第 一委員会に提 出された決議案が記載 さ

れている12月15日 付 けの国連文書(A/C.1/L396,Annex,pp.5-6)及 び同委員会

により採択 された決議案llが 記載 されている12月17日 付 けの第一委員会報告書

(A/6621,p.14)で は,「 関係国」であった。12月 ユ9日の国連総会では,条 約案

その ものは無修正で採択 されている(GAOR,smpranote101(Annexes),p.26,

para19.ま た,国 連総 会 での 審 議 記録(GAOR,supranote107(Plenary

Meetings),pp.11-15)参 照)。 ところが,こ の国連総会決議 を再録す る多 くの

公 的な資料で は,「 条約 の関係 当事 国」 となっている(GAOR,Twenty-first

session,SuPplementNo.16(A/6316),p.14;YearbookoftheUnitedNations

1966,p.42;外 務省国際連合局政治課 『国際連合第21回 総会の事業(上 巻)』(1967

年)269-270頁)。 つ まり,成 立 した決議は,記 録上は無修正で採択 された原案

と文言が異なっているということである。 したがって,い ついかなる理由によ

り原案の 「関係国」が 「条約の関係 当事国」に修正 されたのか,記 録上は謎で

ある。
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④ 第二文末尾の 「関係国」が 「条約の関係当事国」に変わったこと,

⑤ 仏文テキス トの条文構造についてであるが,法 原則宣言108)5項 第一

文では,「国際的責任」の語は前段 にしか係 らない,つ まり直訳すると 「自

国の活動について国際的責任 を有 し,か つ,確 保 しなければならない。」

という条文構造であったが,宇 宙条約では,英 文テキス トと同じく 「国際

的責任」の語が前段 と後段に係る構造 に変わったこと,

である。これらの変更による意味の違いについて,検 討 してみよう。

まず,第 一文に関わる①～③の変更は,総 会決議から法的拘束力を持つ条約

へ と変わったことに伴 う変更以上のものではない。

④については,英 文テキス トでは上述のように表現が変わっている109)が,露

文テキス トでは,直 訳すると法原則宣言110)の 「適当な国(cooTBeTcTByroIIIero

rocynaPCTBa)」(格 は原文のまま)に 対 し宇宙条約では 「条約加盟国である

適当な国(cooTBeTcTBylomerorocylEapcTBa-yqacTHMKanoroBopa)」(同)

であ り,こ れも総会決議か ら条約に変わったことに伴 う変更の域 を出ない。 し

たがって,英 文テキス トでの文言の変更 は,「各正文において同一の意味を有

すると推定される」とする条約法条約33条3項 の規定に照 らして考えるならば,

また本稿で見てきたように宇宙条約作成におけるソ連の中心的役割に伴 う露文

テキス トの重要性に鑑みるならば,少 なくとも条約成立時点では意味を持たな

いと言ってよい。

⑤は,本 稿の 「一.3.(2)」 で指摘 した疑問と関係する。この点について,

露文テキス トでは,法 原則宣言 も宇宙条約 も,英 文テキス トと同じく 「国際的

責任」が前段 と後段の両方に係る構造になっている。繰 り返す ように,宇 宙条

約の作成過程,特 に1963年11月 の米ソ非公式協議案の持つ重要性に鑑みると,

108)仏 文 テ キ ス トは,P.deLaPradelle,"EspaceetRelationsInternationales",26

五～evueg2n2raledel'air(1963),331,pp.343-345.

109)仏 文 テ キ ス トも,法 原 則 宣 言 が 「関 係 国(Etatint6ress6)」 で あ る の に 対 し,

宇 宙 条 約 は 「条 約 の 関 係 当 事 国(Etatappropri6partieauTrait6)」 で あ り,

英 文 テ キ ス ト と 同様 の 変 更 が な さ れ て い る 。

110)露 文 テ キ ス トは,SovietYearbookOflnternationalLaw1963,pp.621-622.
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少 なくとも宇宙条約の準備作業の段階では仏文テキス トはほとんど解釈上意味

を持たず,英 文及び露文テキス トの方が決定的に重要である。 したがって,仏

文テキス トの条文構造の変更は,宇 宙条約の解釈に影響 を与えないというべ き

であろう。ただ,強 いていうと,法 原則宣言の各国語 とも 「同一の意味を有す

ると推定される」(条 約法条約33条3項)と するな らば,英 文 と露文の 「確保

す る国際的責任」は仏文と同じく 「確保 しなければならない」 という義務の意

味のみ持つ(つ まり違法行為責任 を含まない)と いう解釈が成 り立つといえな

いこともない。

以上のことか ら,宇 宙条約6条 第一文 ・第二文は,英 文テキス トと露文テキ

ス トを中心に置いて考えると,法 原則宣言5項 第一文 ・第二文 と比べて内容 を

変えるような変更はなされていないとい うことができる。前述 したように法原

則宣言5項 は米ソ非公式協議案5項 とほぼ同文であるから,結 局のところ,宇

宙条約6条 第一文 ・第二文は,文 言の相違を考慮 しても,米 ソ非公式協議案5

項第一文 ・第二文か ら何 も変わっていないと結論づけることができる。

しか し,こ れまで見てきた条約 ・法原則宣言の審議から,条 約6条 の 「活動

についての責任」 という特別の帰属の規則の基準や冒頭で指摘 したい くつかの

疑問点は,果 た して どこまで明らかにで きるのであろうか。

三.学 会 ・シンポジウム等の動向111)

次 に,法 原則宣言 ・宇宙条約の作成当時の学会 ・シンポジウム等の動向を詳

111)宇 宙 法の形成に関係 した学会 ・シンポジウム等に関す る情報を記す ものとして,

必ず しも網羅的ではないが,S.旺Lay/H.J.Taubenfeld,TheLawRelatingto

ActivitiesofManinSpace(1970),pp.304-306及 びK.L.LLWorldWideSpace

Law.Bibliography(1978),pp.104-109が 有用 である。 なお,以 下で紹介する学

会 ・シンポ ジウム等 は,宇 宙法に関する当時のすべての学会等 を網羅 しておら

ず,資 料 ・文献 を入手 しその内容の詳細が確認 しえた範囲に限定 している。 し

か し,宇 宙条約(な いし法原則宣言)の 形成 に影響 を与えた という意味で宇宙

条約の解釈の参考 とな りうるほ どの重要 なものという点から考えると,そ の範

囲で十分にその目的が達成で きよう。
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しく見てみよう。冒頭で指摘 したように,宇 宙条約の成立 を考えるにあたって

はこれら学会等の議論を無視することはできない。実際のところ,6条 につい

て も,国 連での審議 と国連外での議論 とが相互に作用 し,そ の内容に一定の方

向性を与えている。これ らの学会等における議論は,宇 宙条約6条 第一文 ・第

二文の作成に関して具体的にどのように関わりを持ち,ま たこの規定を解釈す

るにあた りどこまで参考にしうるのであろうか。以下,法 原則宣言及び宇宙条

約が成立 した当時の学会等の動向について,本 稿 との関心に絞って詳 しく見て

い きたい。

1.1961年 以前の議論

1961年 以前,つ まり1962年 にソ連が私企業活動の禁止を主張するまでは,私

企業の宇宙活動についてはい くつかの論考において一応の簡単な言及がなされ

つつ も,そ れほど大きな関心 は寄せ られなかった。宇宙空間 ・宇宙活動への国

際法の適用可能性,宇 宙空間の法的地位,宇 宙空間と領空の境界,宇 宙の軍事

的利用の問題など,宇 宙空間 ・宇宙活動の国際法制度におけるより基本的な問

題が未解決であったこと,そ して私企業が宇宙活動に従事することは当面の と

ころ不可能であると思われていた112)こ とから考えると,む しろ当然であろう。

しか しそれでもなお,本 稿の関心から看過できないい くつかの論考が,こ の時

期に示 されている。

(1)1956年 アメリカ国際法学会第51会 期113)

宇宙条約6条 に示されたような,私 企業の宇宙活動について国家が国際法上

112)CW.Jenks;"lnternationalLawandActivitiesinSpace",51nternationaland

Co〃zparativeLawQnarterly(hereinaftercitedas　 ICL(?")(1956),99,pp.104-

105;H.A.Colclaser,PプoceedingsOfthe/1〃zericanSocietyoffnternationalLaw

atits50thAnnualMeetingヱ956(1956)(hereinaftercitedas『ASZ乙 、Pプo-

ceedings1956"),p.100;MS.McDougal/L.Lipson,"PerspectivesforaLawof

OuterSpace",52A∫ 乙乙(1958),407,pp.413-414.

113)ノ1SZ乙Proceedingsヱ956,ibid.,84.
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の責任を負 うとい う表現 ・考え方は,確 認できた範囲では,1956年 のアメリカ

国際法学会第51会 期でのCooperの 発言が最初である。

彼は,海 洋法分野において,船 舶に自国の国旗を用いる権利 を与えた国は公

海上及び外 国港での 「その船舶の善良な行動(goodconduct)に ついて一定

の国際責任(certaininternationalresponsibilities)を 負い」,同 時にその船舶

の守護者 としてその国際的権利 を実施す るために行動するということ,ま た

[1944年 の]シ カゴ条約で も航空機は同様の国籍の性格が与えられること,に

触れて,宇 宙空間が公海のように自由であるなら,国 家は 「自国のロケットと

衛星の国際的な善良な行動 について責任 を負 う(responsible)用 意をしなけ

ればならない」,し たがって国籍 はこれ ら新型の飛行手段が国際規制の分野 に

持ち込まれる時には検討 されなければならない,と いう考えを述べた114)。

この学会の場では,彼 の意見をめ ぐりいくつかの意見が出された。例えば,

一方で ,国 籍概念 を検討すべ きという彼の意見に同意する立場があ り115),他

方で,こ れらの意見に反対 し,現 時点では政府以外に衛星を打ち上げるに必要

な経済的地位 を有する団体が存在 しないから,政 府以外の団体が打 ち上げを行

うことが物理的に可能になるまでは国籍の問題 は重要ではないという意見 もあ

った116)。また,衛 星の落下事故についての賠償責任に関 して,物 体 を打ち上

げさせたことについて責任 を負 う(responsible)国 が賠償金 を支払うよう義

務づけられるのか,そ れとも妥当な予防措置がとられネグリジェンスがない場

合には賠償責任はないというべ きか,と いった問題提起をする立場もあった117)。

ここでは,落 下事故により生 じた損害についての賠償責任とは区別される 「物

体 を打 ち上げさせたことについての責任」とい う観念が用いられていることに,

注意が必要である。

このように,Cooperが 「活動 についての責任」 という観念 を用いているこ

114)J.C.Cooper,"LegalProblemsofUpperSpace",ibid.,85,pp.92-93.

115)A.Meyer,ibid.,p.98。

116)H.A.Colclaser,ibid.,pp.99-100.

117)Q.Wright,ibid.,p.107.
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と,そ してそれは,彼 の問題提起 をめぐる討論が明らかにしているように,こ

の観念は私企業によって宇宙活動が行われるという状況に関係 しているという

ことが,本 稿 の関心から注 目される。

ところで,彼 のいう「ロケットと衛星の国際的な善良な行動についての責任」

は,彼 自身述べるように 「公海上の船舶の善良な行動についての責任」 と同 じ

性格を持つ。海洋法分野では,慣 習法上はもとよ り,ち ょうどこの時期に作成

され採択 された公海条約(1956年ILC草 案作成,1958年 採択)で も,国 家が

自国籍を持つ船舶の行為について,そ れが自国の行為 とみなされ(つ まり自国

に帰属 して)国 際法上の責任を負 うという規則は存在 しないが,他 方,国 家 は,

自国籍を有する船舶に対 し有効に管轄権 を行使 し規制を行わなければならない

とされる(公 海条約5条1項 第三文後段)。 したがって,ま た 「責任」が複数

形であることも考慮すると,Cooperの いう 「ロケッ トと衛星の国際的な善良

な行動についての責任」は,違 法行為責任や帰属の規則について述べたもので

はなく,公 海条約のような私企業の活動 を規制すべ き国家の義務 という意味 と

思われる。

(2)1958年McDougat1Lipson118)

1958年 にMcDougalとLipsonは,宇 宙法に関する様々な問題点を多角的に

論 じる論文を発表 した。彼 らは,宇 宙活動の主要な行為者は国家であり民間団

体 は資金提供 とい う役割に止 まるとい う認識に立ちつつ も119),宇 宙空間は共

有可能(sharable)な い し非排他的(inclusive)で ある限度で自由に利用 され

るべ きであるが,こ れは世界社会の公的秩序 を確保するため制限されるとした

上 で,そ の 制 限 方 法 の 一 つ と し て,「 無 責 任 な(つ ま り旗 の な い)

(unaccountable(flagless))宇 宙物体または宇宙船」の活動を防止することを

挙げ,こ れが公海上の海賊に対する措置と比較 されるという考えを示 した120)。

118)McDougal/Lipson,smpranotell2,407.

119)Ibid.,pp.413-414,427.

120)Ibid.,pp.415-416.
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ここでも海洋法分野とのアナロジーが用い られてお り,無 責任であることと

旗国の不存在 とが結びつけられていることが注 目される。ただし,こ の考えの

正確 な意味は必ず しも明確ではない。海賊 に対する措置との比較であれば,普

遍的管轄権に基づ きすべての国が当該 「無責任な」活動を規制 し処罰する権限

を有するということになろうが,当 該活動が宇宙空間で行われる場合であって

も地上か らの衛星の運用 を指す場合であってもそれをすべての国が規制 し処罰

しうるという状況は現実には想定 しがたい。恐 らく,Cooperと 同様,公 海条

約5条1項 第三文後段のような国家の義務 を念頭に置いて,当 該宇宙活動を少

なくとも1国 の管轄下に置 きその国が当該活動に対 し規制を行 うという趣旨で

あろう。

(3)1960年 ニューヨーク市法曹協会 「宇宙活動協定試案」121)

1960年 にニ ュー ヨーク市法曹協会(AssociationoftheBaroftheCityof

NewYork)航 空委員会が作成 した 「宇宙活動協定試案」は,あ るべ き宇宙法

規則を条文形式で示 した恐 らく初めての試みであろう。この試案は,宇 宙条約

が成立 している今 日の 目から見ても驚 くほど優れた詳細な内容を持つ。そのう

ち,「損害についての賠償責任(Liability)」 と題するS項 のみが,責 任の語 を

用いている。この項は,次 のような規定である。

「締約 国は ,宇 宙活動 により引き起 こされる被害又は損害が,そ の宇宙活動 につい

て責任 を負 う(responsible)国 に よって,将 来特定 される責任制限の下で,過

失の有無を問わず,賠 償 される(bereimbursed)こ とを考慮する。(以 下略)」

この規定において,「 宇宙活動について責任 を負 う」 という文言が用い られ

121)"SomeTentativeProvisionsforInternationalAgreementsonSpaceActivi-

ties".原 典 は,For〃monSpaceLaw(March24,1960)と い う謄 写 版(mimeo.)

で あ り 今 日 一 般 に は 入 手 困 難 で あ る が,C.W.Jenks,SpaceLaw(1965),pp.

440-445に 再 録 さ れ て い る 。 こ の 協 定 試 案 に 言 及 す る 文 献 は ほ と ん ど な い が,
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ているが,損 害についての賠償責任 と区別される 「活動についての責任」の概

念が持ち込まれている点に注意が必要である。ただ し,こ の表現の意味するこ

とは明らかではない。また,こ の試案のどの条項 も私企業活動 について触れて

いないため,私 企業活動をどのように捉 えているのか も明らかではない。

(4)そ の他

その他,1960年8月 の 国際 法協 会第49会 期(ハ ンブル グ)の 「空法及 び宇宙

法」 に 関 す る 討 議122),国 際 宇 宙 法 学 会(lnternationalInstituteofSpace

Law;HSL)の 各 集 会123),ア メ リカ国 際法 学会 の1961年 第55会 期124)と い っ

た定期 的に開催 され る学会のほか,1961年2月 に全米法曹協会(lnter-American

BarAssociation)が コ ロ ン ビア ・ボ ゴ タで採 択 した 「宇 宙 の マ グ ナ カ ル タ

(MagnaCartaofSpace)」 と題 す る条文 形式 の決議125),同 年8月 のア メ リ

Jenks,ibid.,PP.131-132とC.Q.Christol,"TheInternationalLawofOuter

Space",551nternationalLawStudies1962(1966),1,pp。239-241,377-378カ ミこ

れ を 取 り上 げ て い る。

122)InternationalLawAssociation,Reportofthe49thConferenceヱ960(1961)

(hereinaftercitedas"491LAReport1960"),pp.245ff.決 議 文 は,Ibid.,pp.

267-269.

123)1960年8月 第3集 会(ス ト ッ ク ホ ル ム)(3SpaceLawColloquium1960(1961)),

1961年10月 第4集 会(ワ シ ン ト ン)(4SpaceLawColloquiumヱ961(1963))。

な お,同 学 会 は,1960年4月 に11の 法 律 問 題 を研 究 す る た め11の 作 業 部 会 を設

置 し,各 作 業 部 会 は そ の 後 数 年 に わ た っ て 報 告 書 を提 出 し た 。 こ れ ら の 法 律 問

題 は,私 企 業 活 動 の 問 題 を直 接 扱 っ て い な い が,私 企 業 の 宇 宙 活 動 を 前 提 とす

る よ う な 問 題 設 定 が な さ れ て い る(法 律 問 題 第5号1(a),第8号1,2)。 こ

れ ら の 法 律 問 題 と 作 業 部 会 に つ い て,2SPaceLawColloquium1959(1960),

pp.IH-VII,ま た,H、Berger,"LegalProblems-SubjectsofCosmicSpaceEx-

ploration",36TempleLawQuarterly(1962),54,pp.58-65参 照 。 各 作 業 部 会 の

報 告 書 は,4SPaceLawColloquium1961以 下 の 各 巻 に掲 載 さ れ て い る。

124)55ASILProceedings1961(1961),162.

125)決 議 全 文 は,Yearbookof.4irandSpaceLaw1965,pp.645-647.こ の 決 議 に 言

及 す る 文 献 は 少 な い が,こ の 決 議 は,賠 償 金 支 払 い の た め の 国 際 保 険 基 金 を 提

唱 し て い る(14条)点 で 注 目 さ れ る(Christol,smpranote121,p.243;LP.

Bloomfield,"TheProspectsforLawandOrder",Bloomfielded.,infranote127,

p.161)。 ま た,W.A.Hyman,"TheMagnaCartaofSpace",5SpaceLawCol-

loquium1962,infranote135参 照 。
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力法 曹協 会(AmericanBarAssociation;ABA)の 国 際 法 ・比較 法分科 会宇 宙

法 委員会 報告書126),及 び,同 年10月 に コロ ンビア大学 で 開催 され た第20回 ア

メ リカ会議(AmericanAssembly)「 宇 宙 空間:人 類 と社会 の展望」127)が,宇

宙法 の問題 について詳細 にあ るいは簡単 に取 り上 げ,そ のい くつ かは何 らかの

提言 ない し決議 を行 ってい るが,本 稿 の関心か らは特 に注 目すべ き内容 はない。

2.1962年 の動き

1962年6月 にソ連宣言案7項 が公表されてから,私 企業による宇宙活動の問

題が,解 決されるべ き問題点の一つ として明確な形を現すようになった。

個々の学者は,こ の問題 について国連内での議論の動向を紹介するにとどま

り,そ れ以上にソ連宣言案や他の代表の意見について詳論 してお らず,国 連内

の議論の動向を静観するとい う立場を堅持 したようである128)。しか し,万 国

国際法学会を始め様 々な学会組織がこの問題を重視 し積極的に論 じた。

(1)1962年8月 万国国際法 学会Jenks予 備 報告書129)

万 国 国際法学会 は,1963年9月 の第50会 期(ブ ラッセル)で の決議 の採 択 に

向 けて,C.W.Jenksを 報 告者 として その準備 を進め た。Jenksは1962年8月

に,「 宇宙 空間 の国際法 」 と題 す る予備 報告 書(rapportpr61iminaire)を 提 出

126)AmericanBarAssociation,SectionofInternationalandComparativeLaw

(hereinaftercitedas"ABAICL"),Proceedings1961,pp.292-304.

127)L.P.Bloomfielded。,OuterSpace:ProsPectsforManandSociety(1962).

128)J.F.McMahon,"LegalAspectsofOuterSpace",38BritishYearBookofInter-

nationalLaw1962(1964),339,pp.381-382;J.Simsarian,"OuterSpaceCo-

operationintheUnitedNations",57A/Z乙(1963),854,pp.857-860;J.C.

Cooper,"GegenwartigeEntwicklungimWeltraumrecht",12Zeitschrzftfitr

、LuftundJ7Veltrazamrecht(1963),199,S。201-202.

129)50Annuairedel'Tnstitutde1)roitfnternational1963-1(hereinaftercitedas
"IZ)LA

nnuaire1963-1'),128,こ の 公 表 さ れ て い る 報 告 書 は 仏 文 で あ る が,

Jenks自 身 に よ る 原 著 は 英 文 で あ る(lbid.,p.12&fn.1;p.441,fn.1)。 こ の 英 文

報 告 書 を 大 幅 に 加 筆 修 正 し た も の が,Jenks,supranote121(SpαceLaw)で あ

る と 思 わ れ る 。
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した。学会 は,Jenksの 研究に基づ き議論 を行い,翌 年9月 に決議 「宇宙空

間の法制度」 を採択 した。この学会決議は,そ の直後の11月 に宇宙空間平和利

用委員会第5会 期に提出された宣言案(つ まり米ソ非公式協議案)に 反映 され

ていることが明らかにされてお り130),本 稿の扱 う問題について も,学 会での

議論,特 にJenksの 予備報告書が国連内の議論に影響 を与 えた と思われる部

分が少な くない131)。ここでは,先 にJenks予 備報告書 について取 り上げ,後

の 「3.(4)」 で万国国際法学会での議論 とその決議について紹介する。

Jenksは,予 備報告書において,「 宇宙活動についての責任(Responsabilit6

pourlesop6rationsspaciales)」 と題する一節で,前 記 ソ連旧宣言案7項 を引

用 しつつ,こ れと対比 させて,米 国が打ち上げた通信衛星が私企業により運用

された事実を指摘 した上で,米 ソの合意の可能性を探るために二つの原則を提

唱した。すなわち,第 一に,宇 宙物体 を軌道上にまたは軌道を越えて配置する

ことがで きるのは,国 際組織 と国に限ること,第 二に,国 際組織 または国が,

いかなる状況においても,打 ち上げられた物について責任 を負い続けること,

である。この責任(responsabilit6)は,一 方で,す べての適用可能な規則が

そ の活動 を行 う団 体 に よ り尊 重 され る こ と を継 続 的 に確 保 す る義務

(obligationd'assurer)と,他 方で,す べての損害についての国自身の直接責

任(responsabilit6directe)と を含む。これ らの原則 を必要 とする理由として,

第一の原則については,物 体の打ち上げは国際の平和 と安全の問題に非常に密

接な関係があるため,こ れを私企業 に委ねることは適当でないこと,ま た第二

の原則については,打 ち上げを行 う国際組織 ・国の責任 を肯定することによっ

てのみ,宇 宙船の作動に真の責任(v6ritableresponsabilit6)を 結びつけるこ

とができること,が 挙げ られている。この 「責任」 について,Jenksは,運

130)1963年11月 の 親 委 員 会 第5会 期 で のLachs法 律 小 委 員 会 委 員 長 の 発 言(A/AC.105

/PV.24,p.6)。 ま た,Cheng,supranote73("UNRes.onOuterSpace"),p.

28,fn.30;S。Bhatt,LegalControls〔]fOuterSpace'Lαw,FreedomαndRespon-

sibility(1973),p.38参 照 。

131)Jenks,supranote121(SpaceLaw),P.210参 照 。



400 商 学 討 究 第53巻 第1号

用団体に規定を適用するために必要な措置 をとるという国際電気通信条約上の

義務に相応するものであ り,こ の責任は,私 企業に宇宙活動において重要な役

割 を果たさせ ようと考えている米国のような国にとって,新 しい原則の導入を

もたらす ものではない,と 述べている132)。

私企業活動の可否 をめぐる米 ソの見解の対立の解消 に向けた具体的な提案

は,国 連内での議論 も含め,こ れが初めてのものである。Jenks案 の骨子は,

宇宙物体の打ち上げは国と国際組織のみ とし,宇 宙物体の運用は民間でもよい

が宇宙活動 ・宇宙物体について国が責任(つ まり規則の遵守の継続的な確保 と

賠償責任)を 負 うとするものである。この案それ自体は法原則宣言5項 ・宇宙

条約6条 とは異なる内容ではあるが,私 企業による宇宙活動の問題 と 「責任」

の概念 をかなり明確 な形で結びつけていることに,強 く注 目しなければならな

い。ただし,彼 の説明の中には,特 別の帰属の規則は含意 されていないことに

注意が必要である。

Jenksの 提出した予備報告書 には,学 会第二委員会の検討に付 されるべ く,

い くつかの質問が付 されていた。その質問には,次 のものが含 まれていた。

「13.決 議 は,次 のことを規定すべ きか。

a)国 家間国際組織 または国のみが,軌 道上または軌道を越えて物体を打ち上げ

ることがで きる。

b)軌 道 上へ の または軌道 を越 えての物体 の打 ち上 げ につ いて責任 を負 う

(responsable)国 家 間国際組織 または国が,行 われる活動が国際法規則,適

用可能なすべての国際協定並びに宇宙における活動 を規律す る国際規則及び規

範 に従 って行われ続けることを確保する(s'assurer)。 」133)

この13.a)は 上記第一の原則 を示 しているが,b)は 第二の原則 と内容が異

132)IDI/lnnuaire1963-1,smφranote129,PP.338-339,

133)Ibid.,pp.377-37&
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なってい るこ とに留意す る必要が あろ う134)。

(2)1962年9月 国際宇宙法学会第5集 会135)

1962年9月 に開催された国際宇宙法学会の第5集 会では,ソ 連の立場 につい

てそれほど注 目されてお らず,東 側諸国か らの学者のみがソ連案7項 に言及 し

た136)。

その中で,チ ェコスロバキアのKopalは,「 責任」の語 を用いてこのソ連案

を支持 した。彼は,ソ 連案7項 を支持する理由の中で,国 家が宇宙空間におけ

る平和共存 を維持するどいう利益 において負 うべ き義務の性格は,こ れらの義

務がその履行 ない し違反 について直接 に責任を負 う(responsible)国 によっ

て遂行 され るとい うことを必要 とする,こ の責任(responsibility)は また,

国際的規模での宇宙飛行,事 故の際に与 えられる援助,宇 宙飛行士 と宇宙船の

返還,及 び損害 についての賠償責任(liability)を 促進することを目的 とする

その他 の義務 にも関係する,と 述べた137)。彼 は,「責任」の語 を意味あるも

のとして用いているようであるが,そ の具体的な意味は明確ではない。

134)な お,Jenksは,「 責 任 」 は 損 害 に つ い て の 責 任(つ ま り賠 償 責 任)を 含 む と

し て い る が,彼 は 別 の 箇 所(lbid.,pp.345-350)で 損 害 に つ い て の 責 任 の 問 題 を

こ こ で の 「責 任 」 と の 関 係 を 説 明 す る こ と な く詳 し く論 じて お り,し か も,質

問13は 損 害 に つ い て の 責 任 の 問 題 を 含 ん で い な い(こ れ は 質 問16で 取 り扱 わ れ

て い る(lbid.,p.379))。 そ の た め,彼 が こ こ で の 「責 任 」 と損 害 に つ い て の 責

任 を ど の よ う に 関 係 づ け て い る の か 必 ず し も 明 らか で な い 。 ま た,そ の 後 の 万

国 国 際 法 学 会 で の 一 連 の 審 議(後 述 「3.(4)」)で は,私 企 業 活 動 の 問 題 に お い

て 損 害 に つ い て の 責 任 の 問 題 は 取 り上 げ られ て い な い こ と に 留 意 し な け れ ば な

ら な い 。

135)5SpaceLawColloquiumZ962(1963).な お,こ れ は 通 しペ ー ジ が 付 さ れ て い

な い た め,以 下 の 引 用 ペ ー ジ は 各 論 文 ご と に 付 され た ペ ー ジ で あ る。

136)ソ 連 のGP.Zhukov,"ProblemsofSpaceLawatthePresentStage",ibid.,pp.

24-25及 び ハ ン ガ リ ー の1.Csabafi,"CurrentProblemsofSpaceLawin1962",

ibid.,p.3.Zhukovの 示 した 考 え は,法 律 小 委 員 会 第1会 期 で の ソ連 案7項 に つ

い て の ソ 連 代 表 の 説 明(注25)と ほ ぼ 同 じで あ る 。

137)V.Kopal,"QuestionsRaisedattheSessionsoftheUnitedNationsCommittee

onthePeacefulUsesofOuterSpaceandItsLegalSub-Committee,1962",

ibid.,P.4.
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(3)1962年DavidDaviesMemoriallnstitute規 則 案138)

英 国 のDavidDaviesMemorialInstituteofInternationalStudies(以 下

"D
avidDaviesMemoriallnstitute"と す る)の 宇 宙 法 研 究 グ ル ー プ

(Jennings議 長,Fawcett報 告 者)は,「 宇 宙空 間の探査及 び利用 に関す る規

則 案」を作成 した(翌 年改訂,後 述 「3.(6)参 照 」)。この規則 案(改 訂版)は,

前 述 した ように,私 企 業活動 との関連 で国連 内で英国代表 か ら何 度 か言及 され

ただ けで な く1962年12月 の英 国宣 言案 に も取 り入れ られてお り139),国 連 で の

審 議 に影響 を与 えてい る。

この規 則案 は,2.2項 で 自国民 が宇 宙 の探 査 と利用 を行 う こ とを国家 の権利

として明示 的 に認 めつつ,5.3項 で,私 人 ・民 間会社 に よる宇宙船 の運用 は国

籍 国の ライセ ンス を条件 とす る 旨規定 した。 この5.3項 の 注釈 に よると,「 この

項 は,… 国 と民 間運用者 との間で いか なる取 り決めが な され よ うと,宇 宙

運 用活 動(spaceoperations)の 性 質 はそ の運 用活 動 につい ての継続 的 な責任

状 態(acontinuingstateofresponsibility)を 必 要 とす る,と い う原則 に依拠

してい る。」 とい う。

この規則 案 は,前 述 の万 国国 際法学 会Jenks予 備 報 告書 と同様,米 ソの見

解 の対立 を調 整す るための試 みであ る と言 ってよ く,特 に,私 企業 の宇宙活動

との関連 で責任 とライセ ンス制 度 とを結 びつ けている点 に特徴 が ある。ただ し,

こ の 「責任状 態」が具体 的 に どうい う状態 を指す のか示 されてい ない。 また,

私 企 業活動 の文脈 とは別 に 「打 ち上 げについ て責任 を負 う国」(4.2項 コ メ ン ト

138)こ の規則案 とこれ に付 された注釈は冊子 として出版 されたが,そ の入手は今 日

では困難である。 しか し,こ の規則案は非常に注 目を集め多 くの雑誌 ・単行書

で再録 ・翻訳されてお り,こ れ らからこの規則案 ・注釈 を入手することがで き

る。確認 し得た範囲で最初にこの規則案 ・注釈 を掲載 した文献 は,前 述 の国際

宇宙法学会第5集 会講演集 に掲 載されたC.Horsford,"StatementandTextof

theDraftCodeofRulesontheExplorationandUsesofOuterSpacePre-

paredbyDavidDaviesMemorialInstituteofInternationalStudies",5Space

LawCo〃oquiumヱ962で あ る。 なお,後 述するように,翌 年 この規則案の改訂

版が作成 されている。

139)英 国代表の発言は,注66及 び注86。 英 国宣言案(注51)4項 第 一文は,後 述の

規則案2.2項 とほぼ同文である。
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xxiv.,5.2項a,6.1項)や 「字宙船の飛行 について責任 を負 う国」(6.1項a)

の表現 も見られるが,こ れらの 「責任」の意味や上記の 「責任状態」 との関係

も説明がない。なお,私 企業 による衛星の打ち上げ行為はここでい う 「宇宙運

用活動」 に含まれていないようであり,私 企業の打 ち上げ行為をこの規則案が

どのように考えているのかは明らかでない。

(4)そ の他

その他,1962年8月 のアメリカ法曹協会国際法 ・比較法分科会宇宙法委員会140),

同8月 の国際法協会第50会 期(ブ ラ ッセル)141)な ど,い くつかの団体が宇

宙法に関する会合 ・シンポジウムを開催 しあるいは報告書 を作成 したが,こ れ

らは,本 稿の関心からは特に見 るべ きものがない。

3.1963年 の動き

翌1963年 は,こ れまで以上に多 くの学会 ・シンポジウムが開かれ,宇 宙法の

問題が論 じられた。なお,個 々の学者の論考では,こ れまでと同じく国連内の

議論を紹介するという傾向が基本的に維持された142)。

140)ABAICL,Proceedings1962,pp.294-305.な お,8月 の 年 次 会 合 期 間 中 に,同

宇 宙 法 委 員 会 主 催 に よ る シ ン ポ ジ ウ ム 「宇 宙 に お け る 科 学,生 命 及 び 法 の 現 代

的 発 展 」 が 開 か れ た 。 そ の 各 報 告 の 簡 単 な 内 容 紹 介 と し て,7-1ABAICLBul-

letin(1963),pp.10-11.

141)501LAReport1962(1963),pp.31ff.決 議 文 は,Ibid.,p.viiL

142)Haley,smpranote72,pp.326-327;M.S、V毒zquez(translatedbyE,Malley),

CosmicZntemationalLaw(1965),p.124.McDougal/Lasswell/Vlasicは,「 宇 宙

冒 険 活 動 へ の 広 範 な 参 加 の 可 能 性 を妨 げ る よ う な 制 限 を 国 に課 す こ と は,経 済

的 に も政 治 的 に も不 適 当 で あ る 」(M.S.McDougal/H.D.Lasswel1/工A.Vlasic,

LawandPublicOrderinSPace(1963),p.555)と い う立 場 か ら,ソ 連 案7項

を批 判 的 に 繰 り返 し取 り上 げ た(lbi4.,p.226,fn.98;p.386,fn.70;p.531,fn.41;

pp.555-556,fn.95)が,米 ソ の 妥 協 の た め の あ る い は 私 企 業 の 宇 宙 活 動 に 関 す

る 定 式 に 向 け た 具 体 的 な提 案 は 行 っ て い な い 。
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(1)1963年4月 マギル大学宇宙法会議143)

国連の法律小委員会第2会 期の直前の1963年4月 に,マ ギル大学航空宇宙法

研究所主催による 「宇宙法 における特定かつ緊急の諸問題」 と題す る会議が,

2日 間に亘って開催された。 ここで本稿 に関係するのは,「通信 と宇宙」 と題

する部での一般討議である。

この一般討議の場 で,ソ 連案旧7項 の定める原則について,「 この原則の正

確な意味は,明 白でない。 もし,こ れが単に,国 家責任の原則が米国か ら打ち

上げられる衛星(私 的所有か公的所有かを問わず)に 適用 されるということの

みを意味するのであれば,こ れは恐 らく受け入れられるであろう。 この国家の

国際責任 を強調するためには,DavidDaviesMemorialInstituteが 作成 した

規則案で考えられたような何 らかのライセ ンス制度の方式 を採用することが,

賢明であろう。」 とい う指摘がなされている144)。

この 「国家責任の原則が衛星 に適用 される」の一節の正確な意味が明らかで

はな く,また国家責任 とライセンス制度 とがどう結びつ くのかの説明 もないが,

ここで も,私 企業活動 と国家責任 とライセンス制度とが関連づけられている点

が,注 目される。

(2)1963年4月 アメリカ国際法学会第57会 期145)

国連の法律小委員会第2会 期の開催中に開かれた1963年4月 のアメリカ国際

法学会は,2人 のソ連人学者(G.Zhukovと 工Cheprov)ほ かを招聰 して宇宙

法に関する討論を行った。ここでも上記のソ連宣言案7項 は,大 きな注 目を集め

た146)。

ここで,こ の問題に関 して,W.G.Carterと このソ連人学者の間で興味深

143)M.Cohened.,Lawand1)oliticsinSpace(1964).

144)Ibid.,p.32.発 言 者 は 記 さ れ て い な い 。

145)57ASILProceedings.Z963(1963),pp.173ff.

146)H.J.Taubenfeld,"TheStatusofCompetingClaimstoUseOuterSpace:An

AmericanPointofView",ibid.,173,pp.177-178;G.Zhukov,"TheProblemof

OuterSpaceLawQualifications",ibid.,193,p.195.
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い討論が交わされている。Carterは,こ の2入 に対 し,す べての宇宙活動は

国によってのみ行われるべきであると言 うソ連の主張は,国 が自国民の宇宙活

動に対 してライセ ンスを与えるという原則 により満足 されるかと質問 したのに

対 し,Cheprovは,自 動車免許は活動についての責任(responsibility)を 保

証 しないが,同 じことが宇宙についていえると答 えた。Carterは 質問を言い

換 え,自 分の関心 は責任(responsibility)と 賠償責任(liability)に ついてで

あり,ラ イセンスが政府の責任または賠償責任 を設定するためのものであるな

らどうか,と 再度質問 したが,Cheprovは,も しこのライセンスが政府 の責

任を伴 うのならこの提案は注意深い検討が必要であろう,し か しこのような効

果に向けられた政府の単なる宣言は国際法上の地位を持たない,な ぜなら一方

的宣言は撤回が可能であるためだ,そ の宣言の意味することの理解が必要であ

る,と 慎重に答えている147)。

このや り取 りはかな り省略 されているようで,Cheprovの 最後の回答部分

の意味が よく分か らない。ただ,い ずれにせ よ,Carterは 私企業活動 との関

連でライセ ンスと責任 ・賠償責任を結びつけるという形で米ソの妥協を図る考

え方を示してお り,し かも彼のいう 「責任」は,明 らかに,ラ イセンスによる

何 らかの規制すべ き義務 とは区別された意味で用い られている。

(3)1963年5月 宇宙法 ・衛星通信法会議148)

5月 に,ノ ースウェス タン大学が,シ カゴで 「宇宙法 と衛星通信法に関する

会議」 を2日 間の日程で開催 した。 ここで も,ソ 連の私企業活動に対する立場

は注 目された149)。

その中で,最 初の報告者であるMcDouga1は,宇 宙は必要な能力 を持つす

べての人の自由かつ平等な参入に開放 されるべ きということは国際法の受け入

147)Ibid.,p.205.

148)NASA,ProceedingsoftheConferenceontheLα ωOfSPaceand(ゾSatellite

Co〃z〃zunications(1964).

149)C.Q.Christol,"Comments",ibid.,認,p.33;M.Cohen,"Co㎜ents",ibid.,49,p.53.
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れ られた原則であるという考えを示 しつつ,ソ 連新宣言案7項 第一文を引用 し

て,こ れがこの コンセンサスを大 きく侵害するであろうことを指摘 し,「宇宙

活動 についての責任(responsibility)は,宇 宙活動 を国家のみに限定す るこ

となく設ける(befixed)こ とがで きる」 と主張 した150)。

この引用部分の 「責任」の語が意味するところは,前 後の文脈から考えても

明確でない。宇宙物体の落下事故か ら生 じる損害についての賠償責任の意味 と

も思われるが,民 間企業が活動を行っても無秩序 な状態は回避 しうるという意

味にも解 されうる。

(4)1963年9月 万国国際法学会決議

万国国際法学会では,1962年 末か ら1963年 初めにかけて,学 会第二委員会の

委員がJenks予 備報告書 に付 された各質問に回答するという形で意見を提 出

した151)。質問13.a)に ついてな,打 ち上げを国 ・国際組織 に独 占させ るべ

きでないとして反対する意見 も少 なくなかった152)。他方,b)に ついては異

論は出されず,特 に国が責任を負 うべ きことを指摘 した委員もいた153)。

Jenksは これ らの意 見 を踏 まえて,1963年3月 に最終 報告書(rapPort

definitif)と 決議案 を提出 した154)。決議案の条文のうち,本 稿に関係す るの

は以下の規定である。

150)M.S.McDougal,"TheEmergingCustomaryLawofSpace",ibid.,2,pp.12-13.

151)ZZ)∫Annuaire1963-1,sul)ranote129,PP.434ff'

152)P.deLaPradelle,ibid.,p。477;RQuadri,ibid.,p.484;正LValladao,ibid.,p.490.

た だ し,賛 成 は8人 で あ る 。 な お,Jenningsは,Jenks案 に 賛 成 しつ つ も,

現 時 点 で そ れ を 法 と し て 提 案 す る こ と に 疑 問 を 示 し て い る(RY.Jennings,

ibid.,p.452)。

153)Jennings,ibid.,P.452;J.H.W.Verzijl,ibid.,P.494.ソ 連 のTunkinは,よ り明

確 に,国 が,宇 宙 活 動 が 国 際 法 規 則 に 従 っ て 行 わ れ る こ と を 確 保 す る 十 分 な 責

任 を 負 う(responsibleforensuring)と す べ き と 主 張 し た(G.Tunkin,ibid.,p.

488)。

154)最 終 報 告 書 はIbid.,pp.384ff.,決 議 案 はIbid.,pp.429-432.
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「5 .い か なる物体 も,こ れが国の許可(autorisation)を 伴 わずかつ国の責任の

下(soussaresponsabilit6)に ない場合 には,軌 道上へ又は軌道を越えて打 ち

上げられることはない。

6.軌 道上又は軌道 を越えた物体の打上げについて責任 を負 う国(Etatrespons-

able)は,ま た,そ の物体 に由来する活動が,国 際連合憲章,国 際法の諸規則,

適 用可能なすべての国際協定並びに承認 された国際規則及び宇宙空間における活

動 を律す る一般 規則 に従 っ て行 わ れ続 け る こ とを確 保 す る責 任 を負 う

(responsabledegarantir)。 」

これは,前 述の質問13.と 比べ ると,第 一に私企業 による物体の打ち上げを禁

止 していないこと,第 二に国際組織 に関する部分を取 り除いたこと,第 三に責

任の観念をより強調 した形になっていることが伺える。

その後,Jenksは,全 体会合の直前の同年9月 に修正決議案 を提出 した。

その修正決議案3項 の規定は,以 下である。

「各 国は
,宇 宙物体 が国の許可(autorisation)を 伴 わずかつ その国の責任 の下

(soussaresponsabilit6)に ない場合 には,こ れが 自国の領域か ら打ち上げ られ

ないことを確保す る(assure)よ う義務づけられる。各国は,こ の物体の利用が,

国際連合憲章並びに国際法の諸原則並びに適用可能な条約及び規則 の規定の全体

に従って行われることを確保 し(garantir)な ければならない。」155)

これは旧案 と比べて,基 本的な趣旨は変わらないが,国 の義務が強調される規

定ぶ りになっている一方で,第 二文か ら 「責任」の語が取 り外 されていること

が伺える。

全体会合において,報 告者であるJenksは,こ の規定は,宇 宙空間にお け

る私企業の活動の合法性に関する二つの異なる主張の均衡 をとることを試みた

155)501DI/1n〃uaireヱ963-IJ,pp.114-115.
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ものであ り,こ の均衡は,二 つの原則に依拠 していると説明した。すなわち,

一つは,国 の許可のない宇宙空間におけるいかなる活動 もあ りえないこと,も

う一つは,宇 宙物体の利用はこの条文に列挙されている様々な規則に従って行

われるよう確保する(garantir)こ とが,国 に義務づけ られることである156)。

この二つの原則は,Jenks予 備報告書で示 された二つの原則(国 または国際

組織のみが打 ち上げを行うこと,及 び,国 ・国際組織が打ち上げられた物 につ

いて責任を負 うこと)と 異なっていることに注意す る必要があろう。

全体会合ではこの項に関 して様 々な意見が出されたが,本 稿 にとって関心が

あることはこの規定の定める 「責任」をめ ぐる議論である。 この責任を,違 法

行為責任ないし損害賠償責任の意味で理解 して意見を述べた立場 もあった157)。

特 に,注 目されるのは,海 洋法ないし航空法は国の許可(autorisation)を 要

求するが国の責任を発生させるものではない,し たがってこの3項 は法の新 し

い原則 に関す るものである,と す るValladaoの 見解である158)。Jenksは,

最終報告書では責任の言葉の意味について説明をしていないが,予 備報告書で

は 「責任」は義務を意味し新 しい原則をもたらす ものではないという立場であ

ったか ら,仮 に同 じ意味で用い られているとするならば,こ の点の見解の違い

は結局 「責任」の意味の理解による,と いえる159)。

議長は,「 許可」は私企業活動に対 してのみ用いられ国自身が行 う場合には

関係 しな くなるという意見 もあったことから,「権限の下(undertheauthor-

ity)」の表現 を提案 し160),こ れ をもって3項 に関する議論は終了 し起草委員

会に回された。なお,そ の後,deVisscherは,他 の規定で用い られた責任の

語(特 に 「打ち上げについて責任を負う(responsable)国 」)の 用い方 につい

て起草委員会に注意 を促 した。彼 は,「(「打ち上げについて責任 を負 う国」の

156)Ibid.,p.115.

157)J.Zourek,ibid.,p.118;Valladao,ibid.,pp.119-120.

158)Valladao.,ibid.,pp.119-120.

159)山 本 『前 掲 書(宇 宙 通 信 の 国 際 法)』(注56)313-314頁 参 照 。

160)IDIAnnuaire1963-II,supranote155,P.120.
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用語法 は,)国 際責任 の一般理論の観点か ら批判 され るべ きである。帰属

(imputation)は,ま ず取 り除かれなければならない。帰属は,国 の権限か ら

生 じる。国の責任は,そ の結果である。」という意見を示 した161)。彼の考えは,

やや分か りにくいところがあるが,基 本的に,責 任の語は帰属の規則 と結びつ

けて用いられるべ きという理解 を示 したものであり,注 目に値する。

起草委員会により作成された決議案は,全 体会合で逐条的に審議され,全 会

一致で決議 「宇宙空間の法制度」がi採択 された162)。その2条 は,以 下の規定

である。

「いかなる宇宙物体 も,国 の権 限の下(sout1'autorit6;undertheauthority)に な

い場合は,打 ち上げられない。各国は,自 国の権限の下で打ち上げられるすべて

の宇 宙 物体 の 利用 が 適用 可能 な 国際 規則 に従 って行 わ れ る こ とを確 保 し

(garantir;ensure)な ければならない。」

このように,第 一文は,Jenks旧 案5項 を基礎 としつつ,上 記議長の意見

が採用されJenks修 正案の 「許可を伴わずかつその国の責任の下にない場合」

が 「国の権限の下にない場合」 と変更され,第 二文はほぼJenks修 正案3項

第二文を採用 した結果,学 会決議2項 では 「責任」の語が姿 を消 した。 したが

って,許 可 と責任を結びつけるという新 しい原則が採用されたと解釈する余地

はこれにより無 くな り,全 体 として国の義務のみが定め られたということにな

る。そのため,こ の学会決議それ自体は,宇 宙法原則宣言5項 第一文前段 に結

びつ くような内容ではな くなった,と いえよう。

この万国国際法学会での議論は,一 方では,Jenks予 備報告書以降の何度

かの決議案で用いられた 「活動 についての責任」 と 「確保する責任」の表現が

法原則宣言に取 り入れられたという点で高 く評価されるべ きであろう。しか し,

161)C.deVisscher,ibid.,p.123.

162)決 議 文 は,Ibid.,pp.361-364,369-372.
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他方では,こ れ らの語はその意味内容が明確 にされないままこれらの決議案で

用い られた り削除された りした結果,解 釈 に曖昧さをもた らしたという点で問

題 を残 した。 この点に限れば,Jenks予 備報告書か ら,質 問13,決 議案5・

6項,修 正決議案3項 へ と至る過程は,こ れらについてのJenksの 説明 も含め,

迷走とす ら言いうる。なお,学 会決議は,原 案で多用 されていた 「責任」の語

が,15項 第二文を除きすべて削除された。 もしこれがdeVisscherの 意見が支

持 されためであるならば,本 稿にとって非常に大 きな意味があるが,こ れは推

測の域を出ない。

(5)1963年9月 国際宇宙法学会第6集 会163)

上記万国国際法学会の全体会合 と同 じ月に,パ リで国際宇宙法学会第6集 会

が開催 された。 この集会は,私 企業活動の問題について最 も議論がなされた国

連の法律小委員会第2会 期での審議の後であったこともあって,そ の議論を踏

まえた意見が多 く出された。

米国人学者のSchickは,ソ 連宣言案7項 は民間企業による商業的宇宙活動

の参加 を認めるべ きとする西側諸国の考えと両立 しないわけではない,米 国自

身,自 国の宇宙活動についての国の責任の原則が米国の1962年 通信衛星法に具

現化 されていると認識 しているから,「宇宙活動(自 国民の行 うものを含む)

についての国家の責任(responsibilityofStates)に 関する基本的な一般原則

について合意に達することはそ う難しいことではない」 し,ま た,ソ 連代表は

民間団体の破産の可能性等への懸念 を示 したが,し たがってこれも宣言に対す

る法的な障碍 にな らない,と いう考えを述べた164)。彼の意見は,こ れまでの

国連での議論を踏まえ,国 家責任の一般原則 という線での米ソの妥協 は可能で

あるという結論 を示 したものである。その国家責任の一般原則が具体的に何 を

163)6SpaceLawColloquium1963(1964).こ れ も,第5集 会 の 記 録 集 と 同 じ く通

しペ ー ジ が 付 さ れ て い な い 。 以 下,引 用 の ペ ー ジ は 各 論 考 ご と に 付 さ れ た ペ ー

ジで あ る。

164)F.B.Schick,"ThePoliticalBedlamofSpaceLaw",ibid.,pp.20-21.
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意味するのかは明確でないが,文 脈から考えて,1962年 米国通信衛星法に具現

化されているもの,と 言 うことになろう。

他方,ソ 連人学者であるZhukovは,宇 宙活動は,宇 宙空聞における適切な

法秩序をもた らすためには,国 によってのみ行われるべ きであると主張 した。

その理由は,私 企業の自由は混沌と恣意性 を導 くということであって,そ のよ

うな問題点は,国 家が私企業の活動をコントロールしかつその活動に責任 を負

う(responsible)と いう考 えによっても何 ら変わるところはない,と する165)。

彼 の主張の内容は,基 本的に法律小委員会第2会 期でのソ連代表の意見166)

と同 じである。

その他,ア ルゼ ンチ ンのBritalは,将 来民 間団体が衛星 と宇宙船を打ち上

げるであろうか ら責任(responsibility)に 関する一定の原則が条約に含 まれ

るべきこと,そ してその国の旗の下で衛星が運用 される国が衛星について責任

を負う(responsible)べ きことを主張 した167)。その 「責任」の具体的な中身

については言及がな く,ま た前後の文脈からこの責任 は賠償責任 を意味 してい

るとも解されうる。

ハンガリーのCsabafiは,衛 星の事故により生 じた損害についての賠償責任

の文脈の中で,賠 償責任の主体が国家であるということか ら,宇 宙活動の主体

と責任体系(responsibilitysystem)の 主体 も国であると結論を導いた168)。

なお,こ の集会が開かれたのは国連の親委員会第4会 期の直後であり,こ の

会期 で示 されたソ連の立場の変更169)は,上 で紹介 した議論 に反映されていな

い。そのため,Zhukovの 主張は,変 更後のソ連の立場 と明らかに矛盾 している。

165)GP.Zhukov,"FreedomofSpaceanditsLimits",ibid.,pp.6-7.

166)注70。

167)O.F.Brital,"GeneralPrinciplesfortheUseofOuterSpace",ibid,,p.4.

168)LCsabafi,"TheQuestionofInternationalResponsibilityofStatesbeforethe

UnitedNationsCommitteeonthePeacefulUsesofOuterSpaceandSome

Su99estions",ibid.,p.18.

169)注76。
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(6)そ の 他

その他,1963年 春 にカーネギー国際平和財 団の主催 でニューヨー クで行われた

セ ミナー170),6月 の オクラホマ大学主催 による 「宇宙科学及 び宇宙法会議」171),

8月 の アメ リカ法 曹協会 国際法 ・比較 法分科 会宇宙 法委員 会報告書172)な どが

あ る。 なお,1962年DavidDaviesMemorialInstitute規 則 案 の改訂 版 が この

年 に作 成 されて い る173)が,本 稿 に関係す る部 分 は旧規 則案 の5.3項 が 改訂版

で は5.4項 に な っている ほか は変化が ない。

4.1964年 ～1966年 宇宙条約の採択まで

1963年12月 に法原則宣言が採択されてか ら1966年12月 に宇宙条約が作成され

るまでの期間,新 しい規則の作成に向けての関心は,宇 宙物体の落下により地

表に生 じた損害についての賠償責任 など特定の問題に向けられるようになった。

学会では,国 際法協会174)及 び国際宇宙法学会175)が 引 き続 き宇宙法の問

題 をテーマに扱い176),ま た個々の学者によって本稿の扱 う問題に関し優れた論

170)こ の セ ミ ナ ー は9回 に わ た り行 わ れ た も の で あ り,そ の 講 演 の い くつ か を 加 筆

し 収 録 し た も の が,H.J.Taubenfelded.,SpaceandSociety(ユ964)と し て 公

刊 さ れ て い る。 こ こ に 収 録 さ れ て い る も の の 一 部 は,す で に 別 の 雑 誌 等 に掲 載

され て い る もの に 加 筆 修 正 さ れ た もの で あ り,ま た こ の セ ミナ ー が 行 わ れ た1963

年 春 以 降 の 国 連 の 動 向 に も言 及 が あ る 。 な お,Taubenfeldの 論 文 が ソ 連 に よ

る 私 企 業 の 宇 宙 活 動 の 禁 止 の 主 張 を 取 り上 げ て い る が,こ れ は1963年4月 の ア

メ リカ 国 際 法 学 会 の 報 告(注146)の 改 訂 版 で あ り,こ こ で 特 に 紹 介 す る 必 要 は

な い 。

171)M.D.Schwartzed.,ProceedingsoftheConferenceonSpaceScienceandSpace

、乙aw(1964).

172)ABAICL,Proceedings1963,pp.284,312-329,

173)2910urnαlofAirLawandCommerce(1963),141.こ の 改 訂 版 に つ い て,

Jenks,smpranote121(SpaceLaw),PP.150-152参 照 。

174)1964年8月 第51会 期(東 京)(511LA1～ePort1964(ユ965),622),ユ966年8月 第

52会 期(ヘ ル シ ン キ)(521LAReport1966(1967),143)。

175)1964年9月 第7集 会(ワ ル シ ャ ワ)(7SpaceLawColloquium1964(1965)),

1965年9月 第8集 会(ア テ ネ)(8SpaceLawColloquium1965(1966)),1966

年10月 第9集 会(マ ド リ ー ド)(9SpαceLawColloquium1966(1967))。

176)万 国 国 際 法 学 会 及 び ア メ リ カ 国 際 法 学 会 は い ず れ も,宇 宙 法 の テ ー マ を 扱 っ て

い な い 。ま た,ア メ リ カ 法 曹 協 会 も,宇 宙 法 に 関 し簡 単 に 触 れ て い る に と ど ま る 。
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考が多 く著 された177)が,法 原則宣言5項 の内容,背 景,解 釈から離れて,こ

れ と異なる規則の作成 を提案するものはない。DavidDaviesMemorialInsti-

tuteも,こ の期 間に別の規則案 を作成 した178)が,同 様 である。 シンポジゥ

ム等では,1965年5月 にイギリス国際法 ・比較法研究所主催でロンドンで行われ

たシンポジウムがある179)が,や はり同様である。

つまり,学 会 ・シンポジウム等の場では,宇 宙条約6条 第一文 ・第二文の形

成 に影響を与えうるような議論は,法 原則宣言の採択により終焉 したといえる。

その意味では,法 原則宣言5項 が,特 に議論なくそのままの形で条約に取 り入

れられたことは,特 に予想外なことではなかったともいえよう。

(2002年5月6日 稿)(未 完)

177)特 に 重 要 な も の と して,M.Lachs,"TheInternationalLawofOuterSpace",113

Recueildescours1964-1Zτ(1966),1,pp.73-77;Christol,smpranoteI21("The

InternationalLawofOuterSpace"),esp.pp.295-300;Jenks,sui)ranote121

(SpaceLaw),pp.210-212;山 本 『前 掲 書(宇 宙 通 信 の 国 際 法)』(注56)309-316頁 。

178)1964年 「地 球 環 境 の 改 変 に 関 す る規 則 案 」。 こ れ も冊 子 で あ り今 日で は 入 手 困 難

で あ る が,Jenks,ibid.,pp.430-439な ど い くつ か の 文 献 に 再 録 さ れ て い る 。 こ

の 規 則 案 に つ い て,Jenks,ibid.pp.150,152-153参 照 。 な お,1966年9月 に こ

のInstituteが 「宇 宙 空 間 の 探 査 及 び利 用 に 関 す る 規 則 案 」 を発 表 し た と さ れ る

(C.E.S.Horsfor(1,3-51nternationalRelations(1968),323,p.327;

Lay/Taubenfeld,supranote111,p.304)が,こ の 規 則 案 は 入 手 で き な か っ た 。

179)BritishInstituteofInternationalandComparativeLaw,CurrentProblemsin

SPaceLaw'aSymPosium(1966).


